40　出張旅費に関する規定
出張旅費規程

第１章　総　則

第１条（目　的）

１．この規程は、従業員が会社の指示命令により、国内出張・海外出張する場合の旅費の支給について定めたものである。

２．出張業務は多額の経費を要するものであるので、自己管理を厳しくし、最小限の費用で最大の効果を追求するものとする。

第２条（適　用）

１．この規程は、役員及び会社の指示命令により出張して業務に従事するすべての者に適用する。

第３条（種　類）

１．出張旅費の種類は次のとおりとする。

(1)　国内出張旅費

(2)　海外出張旅費

第４条（旅費の計算）

１．旅費の計算は、原則として最安値となる順路によって計算する。ただし、業務の都合上若しくは天災等やむを得ない事情があり会社が認めた場合で当該順路による路線を取れなかった場合は、実際に使用した路線を計算し支給する。

第５条（日当・宿泊費）

１．日当は出張の初日から終了日までとし、その出張日数に応じて支給する。

２．午後出発又は午前帰着の場合の日当は、該当額の５割とする。

３．休日に出発又は帰着の場合は、１日の日当を加算した額を支給する。出張先での休日の移動についても同様とする。

４．宿泊料は実際に宿泊した夜数に応じて支給する。ただし、車中又は船中に宿泊した場合は、宿泊料を支給しないで寝台料金の実費を支給する。

第６条（自動車利用）

１．自動車を利用し出張した場合は､ガソリン代・通行料・駐車料等実費精算とする。

第７条（上役者等との同行出張）

１．社外関係者又は上役者と同行し、所定の旅費、宿泊料を超過する場合は、その事情を勘案し会社が認めた場合は実費を支給する。

第８条（長期出張の取り扱い）

１．同一地に１週間以上出張したときの旅費等は状況により、この規程によらないことがある。

第９条（その他の費用の取り扱い）

１．出張中、やむを得ずタクシー等を利用した場合、あるいは社用のために要した通信費、運搬費等については、請求により実費を支給する。ただし、その精算を行うときは、その支出に伴う領収証を提出しなければならず、領収証等支払いを証明するものがない場合は、原則としてその支出は自己負担とする。

第10条（出張中の災害の取り扱い）

１．出張中災害に遭い、又は傷病のため滞在を必要とした場合は、治療及び滞在に要した実費の全部又は一部を支給する。

第11条（傷病者の家族の旅費の取り扱い）

１．出張中、傷病にかかり、滞在を必要とする者の家族が看護のため滞在地に旅行する場合は交通費、宿泊料の実費を支給することがある。

第12条（死亡者の遺族旅費の取り扱い）

１．出張中、死亡した場合で遺族が死亡地に旅行する場合は前条を適用する。

第13条（時間外勤務の取り扱い）

１．出張旅費を支給する者については時間外勤務の取り扱いは行わない。

第14条（出張期間中における休日の取り扱い）

１．出張期間中に休日がある場合は、以下のとおり取り扱う。

(1)　業務活動を行った場合

日当、宿泊費は本規程に従い支給するものとし、出張日報により上長が承認したときは、休日勤務とみなして振替休日又は代休を認める。ただし、休日を移動のみに使用した場合は、休日勤務としない。

(2)　業務活動を行わなかった場合

宿泊費のみを支給し、日当は支給しない。

第15条（出張手続及び仮払い）

１．出張をする場合はあらかじめ「出張予定表」を作成し、上長に提出しなければならず、その承認を得たものに対して旅費の仮払いをする。

２．出張前に仮払いを受ける場合は、出金予定項目はできるだけ詳細に記載しなければならない。

第16条（出張報告及び精算）

１．出張の報告及び旅費の精算は、出張報告書及び出張旅費明細書を作成し、上長の決裁を経て、帰任後５日以内に精算しなければならない。ただし、海外出張の場合は帰任後２週間以内とする。

２．海外出張における旅費精算は日本円で行うものとし、外貨の換算は原則として出国時の為替レートとする。

第２章　国内出張旅費

第17条（出張の区分）

１．出張は日帰り出張、宿泊出張及び特別出張の３種類とし、その定義は以下の各号に定めるところとする。ただし、交通機関の状況や業務の都合によって、各号の定義にあてはまらない場合は、(1)については宿泊を認め、(2)については日帰り出張を命ずることがある。

(1)　日帰り出張

原則として勤務地より片道100km以上で、かつ移動時間に2.5時間以上を要する地域に出張し、宿泊を必要としない出張をいう。

(2)　宿泊出張

原則として勤務地より片道150km 以上の地へ出張し、宿泊を必要とする出張をいう。

(3)　特別出張

教育・研究のために出張する場合、又は新規採用者が居住地から勤務地に赴く場合の出張をいう。

第18条（旅費・宿泊費・日当）

１．国内出張の旅費・宿泊費は、次の基準を上限とした実費とし、日当は以下の金額を支給する。

(1)　役員
	旅費
	鉄道
	グリーン料金＋特急料金＋乗車券台

	
	船舶
	１等クラス料金＋船舶料

	
	飛行機
	航空料金（ビジネスクラス）

	
	他
	実費

	宿泊費
	12,000円

	宿泊日当
	4,000円

	日帰り日当
	3,500円


(2)　部長・課長

	旅費
	鉄道
	グリーン料金＋特急料金＋乗車券台

	
	船舶
	２等クラス料金＋船舶料

	
	飛行機
	航空料金（ビジネスクラス）

	
	他
	実費

	宿泊費
	10,000円

	宿泊日当
	3,500円

	日帰り日当
	2,500円


(3)　係長・一般社員

	旅費
	鉄道
	グリーン料金＋特急料金＋乗車券台

	
	船舶
	３等クラス料金＋船舶料

	
	飛行機
	航空料金（ビジネスクラス）

	
	他
	実費

	宿泊費
	9,000円

	宿泊日当
	2,500円

	日帰り日当
	2,000円


第３章　海外出張旅費

第19条（海外出張の期間）

１．海外出張の期間は、出張者が本国を離れる出発日より帰国日までとする。ただし、時差を考慮したうえ暦日計算とする。

２．本国における出発までの旅費及び帰着後に要する旅費は、国内出張旅費規程を適用する。

第20条（支度金）

１．海外に出張するにあたり旅券取得代・調達品購入などのため支度金を支給する。ただし、海外出張が２回目以降で直近の出張が１年以内である場合は、支度金を支給せず実費精算とする。

(1)　役員　80,000円

(2)　部長・課長　70,000円

(3)　係長・一般従業員　60,000円

第21条（旅費・宿泊費・日当）

１．海外の旅費・宿泊費は次の基準を上限として実費とし、日当は以下の金額を支給する。ただし、現地での休日の日当は支給しない。

(1)　役員

	旅費
	鉄道
	１等クラス料金＋乗車券代

	
	船賃
	１等クラス料金＋船舶料

	
	飛行機
	ビジネスクラス料金＋航空料金

	
	他
	実費

	宿泊
	実費精算とする。


(2)　部長・課長

	旅費
	鉄道
	２等クラス料金＋乗車券代

	
	船賃
	２等クラス料金＋船舶料

	
	飛行機
	エコノミークラス料金＋航空料金

	
	他
	実費

	宿泊
	実費精算とする。


(3)　係長・一般社員

	旅費
	鉄道
	３等クラス料金＋乗車券代

	
	船賃
	３等クラス料金＋船舶料

	
	飛行機
	エコノミークラス料金＋航空料金

	
	他
	実費

	宿泊
	実費精算とする。


海外出張における日当（滞在費）

	
	役員
	部長・課長
	係長・一般社員

	東・東南アジア・インド
	6,500円
	5,000円
	4,500円

	欧米・ロシア・中東
	7,000円
	6,000円
	5,000円


第22条（保　険）

１．出張者に対し、保険金受取人を会社とする海外旅行傷害保険付生命保険を付保し、保険料は全額会社負担とする。ただし、保険金額は別途定める。

２．出張期間中に負傷した場合、又は疫病にかかった場合の補償については別途定める。

第23条（出張中の病気及び事故）

１．傷病、交通途絶その他やむを得ない事由により、出張の途中で所定日数以上滞在する場合には、事情審査のうえ、その期間の旅費を支給する。

第24条（突発事故による帰国）

１．出張者の都合により中途帰国するときは、社長の承認ある者に限り、帰国旅費を会社において負担する。

第25条（支度金の返済）

１．出張が中止されたときには、すでに支給された支度金の全部又は一部を返還するものとする。

第26条（健康診断・予防接種）

１．６カ月以上の期間を予定し海外出張をする者については、出国前及び帰国後に法令の定めるところにより、必要項目について健康診断を実施する。

２．海外出張をする者については、会社は必要に応じて、渡航先地域に応じた予防接種を受けるよう指示を行う。

３．本条にかかる費用については、実費を会社が負担する。

第27条（その他）

１．本規程で定めの無い事項については、就業規則及び諸規程を準用するものとし、なお疑義がある場合には、都度会社の判断にて処理を行うものとする。

附　則

この規程は平成◯年◯月◯日より施行する。

※規定例の金額は、標準的な数値をサンプルとしている。

Copyright (C) 社労士就業規則実践研究会

